
　

６
月
15
日
に
賃
貸
住
宅
の
管

理
業
務
等
適
正
化
に
関
す
る
法

律
（
以
下
管
理
業
法
）
が
全
面

施
行
さ
れ
た
。
管
理
業
法
の
構

成
は
「
賃
貸
住
宅
管
理
業
登
録

制
度
」
と
「
サ
ブ
リ
ー
ス
業
規

制
」
の
２
本
柱
と
な
っ
て
お
り
、

サ
ブ
リ
ー
ス
業
規
制
に
つ
い
て

は
２
０
２
０
年
12
月
15
日
に
施

行
済
み
だ
。
管
理
業
法
の
目
的

は
第
一
条
に
記
載
が
あ
る
。「
賃

貸
住
宅
管
理
業
を
営
む
者
に
係

る
登
録
制
度
を
設
け
、
そ
の
業

務
の
適
正
な
運
営
を
確
保
す
る

と
と
も
に
、
特
定
賃
貸
借
契
約

の
適
正
化
の
た
め
の
措
置
等
を

講
ず
る
こ
と
に
よ
り
、
良
好
な

居
住
環
境
を
備
え
た
賃
貸
住
宅

の
安
定
的
な
確
保
を
図
り
、
も

っ
て
国
民
生
活
の
安
定
向
上
及

び
国
民
経
済
の
発
展
に
寄
与
す

る
こ
と
を
目
的
と
す
る
」
と
あ

る
。
具
体
的
に
は
、
賃
貸
住
宅
に

お
け
る
良
好
な
居
住
環
境
の
確

保
す
る
と
同
時
に
不
良
業
者
を

排
除
し
、業
界
の
健
全
な
発
展
・

育
成
を
図
る
た
め
賃
貸
住
宅
管

理
業
者
の
登
録
制
度
を
設
け
る

と
共
に
、
事
務
所
ご
と
に
必
置

と
な
る
業
務
管
理
者
の
選
任
、

家
主
に
対
す
る
契
約
締
結
前
の

重
要
事
項
説
明
等
を
義
務
づ
け

る
。ま
た
、サ
ブ
リ
ー
ス
事
業
の

適
正
化
の
た
め
、
不
当
な
勧
誘

行
為
及
び
誇
大
広
告
等
の
禁
止

と
も
に
、
家
主
と
サ
ブ
リ
ー
ス

業
者
の
間
で
特
定
賃
貸
借
契
約

（
マ
ス
タ
ー
リ
ー
ス
契
約 

）
締

結
前
の
重
要
事
項
説
明
等
を
行

う
事
が
義
務
づ
け
ら
れ
て
い

る
。

　

今
回
は
２
０
２
１
年
６
月
15

日
に
施
行
さ
れ
た
「
賃
貸
住
宅

管
理
業
登
録
制
度
」
を
中
心
に

解
説
す
る
。ま
ず
、
第
一
に
不
動

産
賃
貸
管
理
業
を
行
う
た
め
に

こ
れ
ま
で
特
別
な
登
録
は
不
要

だ
っ
た
と
こ
ろ
、
本
法
の
施
行

後
は
「
想
定
管
理
戸
数
が
２
０

０
戸
以
上
と
な
る
場
合
」
に
は

国
土
交
通
省
に
登
録
が
必
要
と

な
っ
た
。
無
登
録
の
ま
ま
営
業

を
続
け
た
場
合
に
は
罰
則
が
あ

り
「
１
年
以
上
の
懲
役
ま
た
は

１
０
０
万
円
以
下
の
罰
金
刑
」

と
な
る
。
２
０
１
１
年
12
月
に

ス
タ
ー
ト
し
た
「
賃
貸
住
宅
管

理
業
者
登
録
制
度
」
と
は
別
と

な
っ
て
お
り
、
今
回
の
新
制
度

を
受
け
て
、
賃
貸
住
宅
管
理
業

者
登
録
制
度
は
廃
止
さ
れ
る
の

で
注
意
が
必
要
だ
。
そ
の
た
め

賃
貸
住
宅
管
理
業
者
登
録
制
度

に
登
録
済
み
の
管
理
業
者
で

も
、
管
理
戸
数
が
２
０
０
戸
を

超
え
る
場
合
に
は
改
め
て
登
録

を
行
う
必
要
が
あ
る
。な
お
、
登

録
の
欠
格
事
由
と
し
て
「
過
去

に
賃
貸
住
宅
管
理
業
の
登
録
取

消
を
受
け
て
か
ら
５
年
以
内
」

「
禁
固
以
上
の
刑
に
処
せ
ら
れ

て
刑
の
執
行
猶
予
期
間
終
了
後

あ
る
い
は
刑
の
執
行
終
了
後
５

年
以
内
」
「
暴
力
団
関
係
者
」

「
破
産
手
続
き
中
の
人
」
「
判

断
力
が
著
し
く
低
下
し
て
い
る

人
」
等
が
設
け
ら
れ
て
い
る
。

　

こ
の
制
度
へ
の
登
録
は
２
０

２
２
年
６
月
15
日
ま
で
に
行
う

必
要
が
あ
る
。
先
に
既
述
し
た

よ
う
に
想
定
管
理
戸
数
が
２
０

０
戸
を
超
え
る
業
者
は
登
録
が

義
務
付
け
ら
れ
て
い
る
。
そ
れ

以
下
の
戸
数
の
業
者
に
関
し
て

は
任
意
で
の
登
録
が
可
能
だ
。

登
録
は
法
施
行
後
の
２
０
２
１

年
６
月
15
日
か
ら
開
始
さ
れ
て

い
る
。
登
録
後
は
５
年
毎
の
更

新
が
必
要
だ
。
事
業
者
登
録
及

び
更
新
の
際
に
は
、
法
人
の
場

合
で
定
款
や
登
記
事
項
証
明

書
、
法
人
税
の
納
付
額
や
納
付

状
況
に
関
す
る
書
類
、
貸
借
対

照
表
お
よ
び
損
益
計
算
書
、
業

務
管
理
者
の
配
置
状
況
な
ど
、

12
種
の
書
類
を
提
出
す
る
必
要

が
あ
る
。
申
請
か
ら
実
際
の
登

録
ま
で
の
目
安
は
３
ヵ
月
と
言

わ
れ
て
い
る
。
登
録
に
際
し
て
、

事
業
者
は
賃
貸
住
宅
の
管
理
業

務
に
係
る
拠
点
ご
と
に
「
業
務

管
理
者
」
の
設
置
が
必
要
だ
。こ

の
業
務
管
理
者
は
国
土
交
通
大

臣
の
認
定
を
受
け
た
機
関
で
実

施
さ
れ
る
認
定
試
験
に
合
格
し

認
定
を
受
け
る
必
要
が
あ
る
。

た
だ
し
、
制
度
開
始
時
点
で
は

試
験
の
実
施
期
間
が
未
定
と
な

っ
て
お
り
、
移
行
処
置
と
し
て

２
０
２
２
年
６
月
ま
で
は
規
定

の
講
習
を
受
け
た
「
賃
貸
不
動

産
経
営
管
理
士
」も
し
く
は
「
宅

地
建
物
取
引
士
」
を
「
業
務
管
理

者
」と
す
る
こ
と
が
可
能
だ
。以

降
の
「
業
務
管
理
者
」
の
要
件
に

つ
い
て
は
、
登
録
試
験
及
び
指

定
講
習
の
実
施
状
況
や
、
管
理

業
法
の
施
行
・
運
用
状
況
を
踏

ま
え
て
見
直
し
、
検
討
さ
れ
る

こ
と
に
な
る
。

　

管
理
業
法
に
お
け
る
賃
貸
住

宅
管
理
業
の
定
義
に
つ
い
て
ま

と
め
た
。
①
賃
貸
住
宅
の
居
室

や
そ
の
他
の
部
分
に
つ
い
て
、

点
検
、
清
掃
そ
の
他
の
維
持
を

行
い
、
必
要
な
修
繕
を
行
う
事
。

１
棟
丸
ご
と
で
は
な
く
１
室
の

み
の
場
合
に
も
含
ま
れ
る
。
②

家
賃
、
敷
金
、
共
益
費
そ
の
他

の
金
銭
の
管
理
を
行
う
業
務
の

事
を
指
す
。
た
だ
し
、
①
を
行

っ
て
い
る
こ
と
が
必
須
条
件

で
、
②
の
み
を
行
っ
て
い
る
場

合
は
、
賃
貸
住
宅
管
理
業
務
を

行
う
事
業
者
に
含
ま
れ
な
い
。

ま
た
、
③
定
期
清
掃
業
者
な
ど

が
、
維
持
ま
た
は
修
繕
の
い
ず

れ
か
一
方
の
み
を
行
う
場
合
④

エ
レ
ベ
ー
タ
ー
の
保
守
点
検
・

修
繕
を
行
う
事
業
者
等
が
、
賃

貸
住
宅
の
一
部
に
つ
い
て
の
み

維
持
か
ら
修
繕
ま
で
を
一
貫
し

て
行
う
場
合
⑤
入
居
者
か
ら
の

苦
情
対
応
の
実
務
を
行
う
場
合

も
事
業
者
に
は
含
ま
れ
な
い
。

　

今
回
の
法
整
備
に
よ
っ
て
、

不
良
業
者
の
撲
滅
と
業
界
の
適

正
化
が
期
待
さ
れ
る
一
方
で
、

事
業
者
登
録
と
同
時
に
行
う
業

務
管
理
者
の
登
録
が
ハ
ー
ド
ル

の
１
つ
と
な
っ
て
い
る
。
こ
の

要
件
は
３
つ
あ
り
、
１
つ
目
は

20
年
度
ま
で
に
賃
貸
不
動
産
経

営
管
理
協
議
会
が
実
施
す
る

「
賃
貸
不
動
産
経
営
管
理
士
」

の
試
験
に
合
格
し
、
２
０
２
２

年
６
月
15
日
ま
で
に
賃
貸
不
動

産
経
営
管
理
と
し
て
登
録
済
か

つ
、
施
行
後
１
年
の
間
に
「
業

務
管
理
者
移
行
講
習
」
を
修
了

す
る
こ
と
。
２
つ
目
は
、
管
理

業
務
に
関
し
２
年
以
上
の
実
務

経
験
を
持
つ
宅
地
建
物
取
引
士

で
、
「
賃
貸
住
宅
管
理
業
業
務

管
理
者
講
習
」
を
修
了
す
る
こ

と
。
こ
の
有
効
期
間
は
５
年
間

で
、
そ
れ
を
過
ぎ
る
ま
で
に
更

新
講
習
を
受
講
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。
３
つ
目
は
、
国
土
交

通
大
臣
の
登
録
を
受
け
た
機
関

が
実
施
す
る
登
録
試
験
に
合
格

す
る
こ
と
だ
。
有
効
期
限
は
同

じ
く
５
年
間
で
、
そ
れ
を
過
ぎ

る
ま
で
に
、
更
新
講
習
を
受
講

す
る
必
要
が
あ
る
。

　

こ
う
し
て
登
録
さ
れ
た
業
者

に
は
事
業
者
と
し
て
の
義
務
が

課
せ
ら
れ
る
こ
と
に
な
る
。
主

な
も
の
と
し
て
は
４
つ
。
ま
ず

は
先
に
挙
げ
た
「
業
務
管
理
者

の
設
置
」
。
２
つ
目
は
管
理
受
託

の
際
に
対
象
物
件
の
家
主
に
対

し
て
、
契
約
締
結
を
す
る
前
に

管
理
業
務
の
内
容
・
実
施
方
法

等
に
つ
い
て
書
面
を
交
付
し
て

説
明
す
る
必
要
が
あ
る
。
説
明

を
行
う
の
は
業
務
管
理
者
で
あ

る
必
要
は
な
く
、
パ
ー
ト
な
ど

で
も
実
施
可
と
し
て
い
る
。
３

つ
目
が
管
理
す
る
家
賃
な
ど
に

つ
い
て
、
自
己
の
固
有
の
財
産

等
と
分
別
し
て
管
理
す
る
こ

と
。
管
理
業
務
に
お
い
て
、受
領

す
る
家
賃
や
敷
金
と
い
っ
た
金

銭
を
管
理
す
る
た
め
の
口
座

と
、
事
業
者
の
自
己
固
有
財
産

を
管
理
す
る
た
め
の
口
座
を
分

け
な
け
れ
ば
な
ら
い
。
受
領
し

た
金
銭
が
い
ず
れ
か
の
管
理
受

託
契
約
に
基
づ
く
管
理
業
務
に

係
る
も
の
で
あ
る
か
を
帳
簿
や

会
計
ソ
フ
ト
上
で
直
ち
に
判
別

で
き
る
状
態
に
す
る
。
４
つ
目

が
業
務
の
実
施
状
況
な
ど
を
管

理
受
託
契
約
の
相
手
方
に
対
し

て
定
期
的
に
報
告
す
る
と
い
っ

た
内
容
に
な
っ
て
い
る
。


